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Ⅰ. はじめに 

我が国では、「特定複合観光施設区域整備法案（仮称）～IR実施法案～に関する基本的な考え方（案）」において、IRの設置区域は地

方公共団体の申請に基づいて国が指定した区域に限定することが検討されています。また、設置総数・設置区域を限定すること、IRの

運営を行う民間事業者は、地方公共団体が公募で選定すること等も、併せて検討されています。 

「特定複合観光施設区域整備法案（仮称）～IR実施法案～に関する基本的な考え方（案）」（2013 年 11月 12 日国際観光産業振興議

員連盟（IR議連）公表）より一部抜粋 

 IRの設置総数・設置区域は限定し、慎重かつ段階的な導入を図る 

カジノを含む IR は、全国津々浦々に設置すべき施設ではない。わが国におけるその施設総数・設置区域を明確に限定し、かつ、

その着実な施行を確認して、段階的に設置することを基本とする。 

 地方公共団体の申請に基づき、国が IRの設置区域・地点を指定する 

カジノを含む IRが設置される区域・地点の指定は、地方公共団体による提案・申請をもとに、国がこれを評価・判断し、指定する。 

 カジノの施行は民設民営を基本とし、区域指定を受けた地方公共団体が民間事業者を選定する 

指定を受けた地方公共団体は、IRを自らの費用とリスクによって整備し、運営する民間事業者を公募により選定することを基本と

する。 



シンガポールにおいても、2010 年の IR 開業にあたり、予め設置区域をマリーナベイエリア及びセントーサエリアの 2 ヶ所に限定し、IR

運営を行う民間事業者を選定していることから、我が国での事業者選定の検討状況の参考になると考えられます。 

 

Ⅱ. シンガポールの事業者選定 

シンガポールにおける事業者選定では、RFC（Request for Concept、事業構想公募）・各社の適格性審査を実施後、RFP（Request 

for Proposal、事業提案公募）を実施し、事業者を選定しました。RFC では、IR 設置区域をマリーナベイエリア及びセントーサエリアに

限定し、これらの区域で IR を運営する場合のコンセプトを公募しました。また、RFP では、シンガポール政府が事前に事業提案仕様書

を交付した後、事業提案公募を行って具体的な経営計画や施設要件を募集し、各区域において IRを運営する事業者を選定しました。 

図表 1 事業者選定プロセスとその期間 

 

出典：National Library Singapore, Singapore Tourism Board, Ministry of Trade and Industry Singapore “Milestones”, “Statement by Prime 

Minister Lee Hsien Loong on Integrated Resort on Monday, 18 April 2005 at Parliament House”よりトーマツグループ IRビジネス・リサーチグル

ープが作成 

シンガポールの事業者選定では、事業構想公募 RFC への参加が事業者選定にかかる RFP への参加要件となっており、IR の構想を

検討する際に多くの民間事業者からそのコンセプトや運営に関わる情報を、効率的に収集することができたと言われています。また、

RFP における事業提案内容の審査を行う際には、入札許可当局（Tender Approving Authority）を組織し、政府関係者だけではなく、
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事業者の選定



建築デザインの評価サポートや事業面での評価サポートを行う国内外の専門家・有識者を集め、多角的な評価を実施しました。 

Ⅲ. 日本の事業者選定 

我が国で想定されている事業者選定は、IR の設置区域を地方公共団体の申請に基づいて国が指定するという点はシンガポールと異

なっていますが、IR の設置総数・設置区域を限定する点、及び IR の運営を行う民間事業者を公募で選定する点では類似すると考えら

れるため、シンガポールの事業者選定が参考になると想定されます。 

今後、IR関連法令の審議状況に伴い、IR誘致を目指す地方公共団体それぞれが、事業者選定プロセスに関してもさまざまな検討を行

っていくと考えられます。 

 

本記事に関して、より詳細な調査資料をご希望の場合は、以下までお問い合わせください。 
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